
都道府県市町村事業の実態調査

⽇本地域理学療法学会
COVID-19特別対策チーム
都道府県市町村事業班



調査員

グループ（G）リーダー
・７都道府県 G︓伊藤修⼀（市川市役所）
・ 追加指定 G︓原⽥裕輔（松前町⽴松前病院）
・ 指定なし G︓藤原宗貴（⼤⽥市⽴病院）
・ リハ広域 G︓⽥中康之（本学会 理事）
・ Q and A  G︓徳元亮太（沖縄第⼀病院）

Active supporter : ⽯光雄太 （⼭⼝宇部医療センター）
三好主晃 （医療法⼈SHIODA）
須⽥佑太郎 (みつわ台総合病院)

他、計37名の構成員で活動



期間︓2020年８⽉8⽇〜10⽉9⽇

事業︓都道府県市町村事業

範囲︓総合事業、任意事業、包括的⽀援事業
その他の事業

項⽬︓実施状況、再開時期、代替事業、中⽌基準
再開基準、感染予防策、感染予防策内容

⽅法︓各班員が従事している事業の中で、把握している
情報、⾃治体HP から収集

⽅法

＊班員は「個⼈的活動の範囲」で調査に当たる必要があった為、
⾃治体や職場スタッフ、その他の⼈脈からの情報収集は困難であった



結果

＜特別警戒都道府県＞（７県のうち６県）

東京、神奈川、兵庫、⼤阪、千葉、福岡

＜追加指定＞（6県のうち５県）

北海道、愛知、茨城、京都、⽯川

＜指定なし＞
広島、⻑崎

12 都道府県、275市区町村



総合事業, 723

任意事業, 858

包括的⽀援事業, 558

その他の事業, 

2392

HP, 4318

事業受託, 6 その他, 14

結果

事業数 調査媒体

n=4,531



事業数（⼩区分）
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健康教育・相談等の健康づくりに関する事業

乳幼児検診や健康相談

マタニティ教室などの⺟⼦保健事業

障害者・児に関する事業

介護給付費適正化事業

独⾃の健康チェック事業

在宅医療・介護連携推進事業

地域ケア会議

認知症総合⽀援事業

⼀般介護予防事業

介護予防・⽣活⽀援サービス事業

n=4,531
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n=4531

事業継続・中⽌等



活動実態が明確だった事業とその状況
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中⽌基準と再開基準と感染予防策

中⽌基準

再開基準
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感染予防策

広島県
東京都
茨城県

3都・県
4市 1区 1町

北海道
茨城県
千葉県
神奈川県
兵庫県
広島県
⻑崎県

8道・県
32市 8町

北海道
茨城県
千葉県
神奈川県
⼤阪府
兵庫県
愛知県
広島県
福岡県
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指定医療機関での個別受診
質問紙の郵送（乳幼児健診）
ウォーキングアプリの活⽤

その他（訪問Cと併⽤、希望制の⻭科相談会）
⼩規模化（少⼈数性、事前予約制）
TV配信（健康に関する情報、体操）
オンライン会議（地域ケア会議など）

書⾯実施（地域ケア会議、⾷育推進懇話会など）
HP掲載（介護予防体操⽅法、フレイル予防情報）

DVD作成・配布（介護予防）
パンフレット作成・配布（体操、感染予防策など）

オンライン教室（介護予防、⺟親学級）
個別健診

電話・FAXによる相談、安否確認
動画配信（SNSなど、介護予防体操など）

代替事業の内容

n=93



• 12 都道府県、275市区町村における約4500の都道府
県市町村事業の実態についてHPを中⼼に調査した。
• 約60％は実態把握困難な状況であった。
• 約20％は事業継続or再開が確認された。
• 約20％は事業中⽌が確認された。
• 確認できた事業については再開or再開予定のものも多

く存在した。
• 中⽌、再開基準については⼤多数が不明瞭であった

が、感染予防策については明記されている事業も多
かった。
• 動画配信やオンライン配信などICT活⽤事例もあった

⼀⽅、電話やFAX、チラシ配布などのアナログで対応
している事業も散⾒された。

まとめ


